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３ 高温適応技術の実施状況及び評価 

（１） 主な高温適応技術の実施状況 

農林水産省は、平成２２年夏における高温適応技術の実施状況を把握するため、都

道府県の協力の下、全国の普及指導センター（３６９センター）に対し平成２２年１０

～１１月にかけてアンケート調査を実施した。 

調査の対象となった主な適応技術は、平成１９年に農林水産省生産局がとりまとめ

た「品目別地球温暖化適応策レポート」に記載のある技術とした。品目については、

平成２２年夏の高温で被害が報告された水稲、麦、大豆、ばれいしょ、茶、果樹（り

んご、かんきつ類、ぶどう、なし）、野菜（はくさい、キャベツ、ほうれんそう、レ

タス、トマト、きゅうり、ピーマン、だいこん、にんじん）、花き全般、飼料作物、

家畜を対象に行ったものである。 

本調査の回答は、全国３６９普及指導センターのうち、耕種関係について３２３セ

ンター、畜産関係について２５４センターから回答を得た。 

 

① 水稲 

平成２２年のように登熟期が異常に高温となることで、品質低下が起こることが知

られているが、これには、これまでの高温障害に関する調査等から、気象以外の要因

として、 

ア コシヒカリやヒノヒカリなど高温耐性を有さない品種へ作付けが集中してい 

ること 

イ 田植え期の前進により登熟期を通して高温となること 

ウ 食味を意識した施肥量の削減により登熟期後半に稲体が凋落すること 

エ コンバイン収穫作業の効率化のため早期落水すること 

オ 地力低下や作土層の浅耕化により根の活力が低下すること 

カ 中干しの不徹底等により分げつ過剰となり穂数や籾数が過剰となること 

などが複合的に関係していることが知られている。 

これらを踏まえ、具体的な高温適応技術として、「にこまる」など高温耐性品種へ 

の転換や登熟期の高温遭遇を回避する作期の遅い品種への転換が挙げられる。また、 

登熟期における高温遭遇を回避するための移植時期の１０日間程度の繰り下げが挙 

げられる。さらに、移植後の回避技術としては、登熟後半まで稲体の活力を維持する 

ため、生育診断に基づく穂肥等肥培管理の徹底、出穂後の通水管理、早期落水の防止、 

堆肥施用や深耕等土づくり、適正な籾数への誘導などの栽培技術が挙げられる。 

平成２２年産において、これらの技術の実施状況を、全国及びブロック別（北海道・ 

東北ブロック、関東ブロック、北陸ブロック、東海・近畿・中国・四国ブロック、九 

州ブロック）に取りまとめたものを以下に示す。 
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（ア）全国 

【品種の転換】４割以上の地域で高温耐性品種が導入され、白未熟粒の発生の抑制に効 

果が見られた。 

【肥培管理の徹底】約半数の地域で生育診断や土壌診断に基づく施肥が徹底され倒伏や 

白未熟粒の発生がある程度抑制されたものの、食味重視の施肥により肥切れを起 

こし品質が低下した地域が見られた。 

【水管理の徹底】約半数の地域で出穂期以降のかけ流し灌漑や早期落水の防止等が実施 

され白未熟粒の発生がある程度抑制された。 

【遅植え】約半数の地域で実施されたものの、想定より早い出穂となり、かつ、夏の後 

期に高温が続いたことから、期待どおりの効果が見られない地域が半数にのぼっ 

た。 

【土づくり】実施された地域はわずかであったものの、堆肥やケイ酸質資材の投入によ 

り地力向上を図った地域においては効果が見られた。 

【その他】適期収穫により品質低下の度合が軽減された。また、一斉防除により病虫害 

発生が抑制された。さらに、栽植密度の適正化を図った地域においてはある程度 

の効果が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３－１ 主な適応技術の実施状況について 

（単位 各技術実施センター／作付け有センター数） 

図１３－２ 主な適応技術に関する効果について 

（単位 各効果／技術実施センター数） 

表６－１ 主な適応技術の課題について  数字は普及指導センター報告数 

（図１３－１.２ 表６－１）
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（イ）北海道・東北地方 

【品種の転換】育成された高温耐性品種の数が少なく導入地域はわずかであるが、白未 

熟粒の発生の抑制に高い効果を示した。 

【肥培管理の徹底】半数以上の地域で生育診断や土壌診断に基づく施肥が徹底され倒伏 

   や白未熟粒の発生がある程度抑制されたものの、食味重視の施肥により肥切れを 

   起こし品質が低下した地域が見られた。 

【水管理の徹底】７割以上の地域で出穂期以降のかけ流し灌漑や早期落水の防止等が実 

   施され白未熟粒の発生がある程度抑制された。 

【遅植え】４割の地域で実施されたものの、想定より早い出穂となったため、期待どお 

りの効果が見られない地域が大半であった。 

【その他】適期収穫により品質低下の度合が軽減された。また、高温時に多発する病害 

虫の防除が徹底された。 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３－３ 主な適応技術の実施状況について 

  （単位 各技術実施センター／作付け有センター

図１３－４ 主な適応技術に関する効果について 

（単位 各効果／技術実施センター数） 

（図１３－３.４ 表６－２）

表６－２ 主な適応技術の課題について  数字は普及指導センター報告数 
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（ウ）関東地方 

【品種の転換】育成された高温耐性品種の数が少なく導入地域はわずかであるが、白未 

   熟粒の発生の抑制にある程度の効果が見られた。一方、一部の県では作期の遅い 

   品種において、夏の後期に高温が続いたことから規格外が多発するなど顕著な被 

   害を受けた。 

【肥培管理の徹底】約３割の地域において生育診断や土壌診断に基づく施肥が徹底され 

   倒伏や白未熟粒の発生がある程度抑制された。  

【水管理の徹底】半数以上の地域において出穂期以降のかけ流し灌漑や早期落水の防止 

   等が実施され白未熟粒の発生がある程度抑制された。 

【遅植え】３割弱の地域で実施されたものの、想定より早い出穂となり、かつ、夏の後 

期に高温が続いたことから、期待どおりの効果が見られない地域が半数を超えた。 

【その他】適期収穫により品質低下の度合が軽減された。その他、栽植密度の適正化を 

図った地域も見られたがその効果は判然としなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３－５ 主な適応技術の実施状況について 

（単位 各技術実施センター／作付け有センター数）

図１３－６ 主な適応技術に関する効果について 

（単位 各効果／技術実施センター数） 

表６－３ 主な適応技術の課題について  数字は普及指導センター報告数 

（図１３－５.６ 表６－３）
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（エ）北陸地方 

【品種の転換】６割の地域において高温耐性品種が導入されたものの、白未熟粒の発生 

   が抑制された地域と顕著な被害を受けた地域に分かれた。 

【肥培管理の徹底】約７割の地域において生育診断に基づく穂肥が実施され、また、一 

部の地域では登熟期後半まで肥効が持続する全量基肥施肥が施用されたことによ

り倒伏や白未熟粒の発生がある程度抑制された。一方、５～６月の天候不良から

７月の草丈が長くなるなど倒伏が懸念されたため、穂肥を十分に施用できず、他

の要因と複合的に相まって稲体活力が低下し、品質低下を助長した例も見られた。 

【水管理の徹底】７割の地域において出穂期以降のかけ流し灌漑や早期落水の防止等が 

   実施され白未熟粒の発生がある程度抑制された。 

【遅植え】約９割の地域で実施されたものの、想定より早い出穂となり、かつ、夏の後 

期に高温が続いたことから、期待どおりの効果が見られない地域が約半数にのぼ 

ったが、直播栽培と併せた栽培管理により白未熟粒の発生が抑制された地域も見 

られた。 

【土づくり】堆肥やケイ酸質資材の投入により地力向上を図った地域は１割にとどまっ 

たものの、多くの地域において高い効果が見られた。また、効果は判然としなか 

ったものの深耕に取り組んだ地域も見られた。 

【その他】適期収穫により品質低下の度合が軽減された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３－７ 主な適応技術の実施状況について 

（単位 各技術実施センター／作付け有センター数）

図１３－８ 主な適応技術に関する効果について 

（単位 各効果／技術実施センター数） 

表６－４ 主な適応技術の課題について 数字は普及指導センター報告数 

（図１３－７.８ 表６－４）
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（オ）東海・近畿・中国・四国地方 

【品種の転換】約半数の地域において高温耐性品種が導入され、白未熟粒の発生の抑制 

   にある程度の効果が見られた。  

【肥培管理の徹底】約半数の地域おいて生育診断や土壌診断に基づく施肥が実施され白 

   未熟粒の発生がある程度抑制されたものの、効果の見られなかった地域も散見さ 

   れた。  

【水管理の徹底】約４割の地域において出穂期以降のかけ流し灌漑や早期落水の防止等 

   が実施され白未熟粒の発生がある程度抑制された。 

【遅植え】約半数の地域において実施されたものの、想定より早い出穂となり、かつ、 

   夏の後期に高温が続いたことから、期待どおりの効果が見られない地域が半数を 

   超えた。 

【土づくり】一部地域で登熟期間の根を健全に保つための諸管理が実施され、ある程度 

   の効果が見られた。 

【その他】適期収穫により品質低下の度合が軽減された。また、一斉防除により病虫害 

   発生が抑制された。さらに、栽植密度の適正化を図った地域においてはある程度 

   の効果が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３－９ 主な適応技術の実施状況について 

（単位 各技術実施センター／作付け有センター数）

図１３－１０ 主な適応技術に関する効果について 

（単位 各効果／技術実施センター数） 

表６－５ 主な適応技術の課題について  数字は普及指導センター報告数 

（図１３－９.１０ 表６－５）
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（カ）九州地方 

【品種の転換】約８割の地域において高温耐性品種が導入され、白未熟粒の発生の抑制 

に高い効果が見られた。 

【肥培管理の徹底】約半数の地域において緩効性肥料の投入や生育診断に基づく穂肥が 

   実施され、ある程度の効果が見られた。 

【水管理の徹底】出穂期以降のかけ流し灌漑や早期落水の防止等が実施された地域は約 

   ２割にとどまったものの、白未熟粒の発生がある程度抑制された。 

【遅植え】７割以上の地域において普通期栽培における遅植えの実施が普及しているも 

   のの、その効果が発揮された地区、されなかった地区に分かれた。 

【土づくり】堆肥や稲わらのすき込みが実施された地域は１割にとどまったものの、多 

   くの地域において高い効果が見られた。 

【その他】適期収穫や疎植によるもみ数抑制を図ることで品質低下の度合が軽減された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３－１１ 主な適応技術の実施状況について 

（単位 各技術実施センター／作付け有センター数）

図１３－１２ 主な適応技術に関する効果について 

（単位 各効果／技術実施センター数） 

表６－６ 主な適応技術の課題について 数字は普及指導センター報告数 

（図１３－１１.１２ 表６－６）


